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定款  
 
第１章 総則 
 
 
第１条 （名称） 

本協会は、日本ローン債権市場協会（英文名Japan Syndication and Loan-
trading Association）とし略称をＪＳＬＡと表示する。 

 
第２条 （目的） 

本協会は、わが国におけるローン（貸金）債権のプライマリーおよびセカンダリー市

場において、債務者、債権譲渡者、債権譲受者等の関係者が共通に理解、利用可能な

仕組みをつくり、ローン債権の流動性を高め、市場の拡大に資することにより、全て

のローン組成およびローン売買関係者の便宜を図ることを目的とする。  
 
第３条 （事業） 

本協会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。  
１．ローン組成およびローン売買取引方法の標準化と簡易化 
２．市場参加者行動規範の確立 
３．ローン債権価格評価手法、関係法、会計、税務につき研究 
４．上記、取引方法、市場規範、研究結果を反映する契約書雛形を作成 
５．市場規模、取引内容につき統計的データ収集、発表 
６．借主、貸主、その他関係者宛、ローン組成および債権売買市場の広報、情報提

供 
７．会員間連絡、対外広報等に使用するインターネットホームページの運営 
８．前各号のほか本協会の目的のため必要と認めた事項 

 
第４条 （事務所） 

本協会は、本部を東京都に置き、支部を必要な地に置く。 
 
 
 
第２章 会員 
 
 
第５条 （会員の資格） 

会員には正会員、準会員、賛助会員、名誉会員（以下、集合的に「会員」という。）

を定め、それぞれの資格を以下の通りとする。 
１．正会員 

正会員となることができるのは、以下に列記するものに限られるものとする。 
正会員は、本協会の保持する全ての情報、資料等を自らの為に使用することがで

きる。 
①銀行法第２条第１項に規定する銀行 
②長期信用銀行法第２条第１項に規定する長期信用銀行 
③信託業法第１条第１項の免許を受けた株式会社 
④証券取引法第２条第９項に規定する証券会社 
⑤外国証券業者に関する法律第２条第２項に規定する外国証券会社 
⑥保険業法第２条第３項に規定する生命保険会社 
⑦保険業法第２条第８項に規定する外国生命保険会社等および保険業法第２１９



条第４項の特定生命保険業免許を受けた同条第１項に規定する特定法人 
⑧保険業法第２条第４項に規定する損害保険会社 
⑨保険業法第２条第９項に規定する外国損害保険会社等および保険業法第２１９

条第５項の特定損害保険業免許を受けた同条第１項に規定する特定法人 
⑩協同組織金融機関の優先出資に関する法律第２条第１項第１号から第５号に規

定する協同組織金融機関 
⑪農業協同組合法第４条及び第５条に規定する農業協同組合及び農業協同組合連

合会 

⑫投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１８項に規定する投資信託委託業

者 

⑬有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律第２４条第１項の認可を受け

た業者 

⑭上記①～⑬の会社の議決権の過半数を実質的に所有している会社 

⑮その他、申込を受け理事会が承認したもの 

 
２．準会員 

準会員となることができるのは、以下に列記するものに限られるものとする。 
準会員は、本協会の持つ全ての情報、資料等のうち理事会が適当と定めたものを

自らの為に使用することができる。 
①正会員となることができるもの 
②弁護士 
③公認会計士および監査法人 
④税理士 
⑤その他、申込を受け理事会が承認したもの 
 

３．賛助会員 
正会員もしくは準会員となることができるものではないが、理事会が加盟を申し

入れ本協会の趣旨に賛同してその活動を後援する者を賛助会員とする。賛助会員

は本協会の持つ全ての情報、資料のうち、賛助の目的にかなう範囲内と理事会が

認めたものを使用することができる。 
 
４．名誉会員 

名誉会員となることができるのは、以下に列記するものに限られるものとする。 
①日本銀行 
②日本国以外の国の中央銀行またはそれに類する組織 

 
 

第６条 (入会の方法)  
本協会に加入しようとする者は、入会申込書を提出し、且つ、理事会の承認を得るこ

とを要する。  
 
第７条 (代表者および代理者)  

１．会員は、会員が法人である場合は、代表者１名および代理者１名以上を定めて本

協会に届け出ることを要する。 
２．前項の代表者は、会員において本協会の目的に関連する業務を主管する部門に属

する部店長であることを要し、代理者は本協会の目的に関係する部門の在籍者であ

ることを要する。 
 



 

第８条 (会費)  
１．名誉会員および賛助会員を除く会員は、本協会の経費にあてるため、会費を払込

むことを要する。 
２．前項の会費の額は、会員総会でこれを定め、その払込方法その他必要な事項は、

理事会でこれを定める。 
３．会費は、理由のいかんにかかわらず返還しない。 

 
第９条 (脱退)  

１．会員は、いつでも、本協会を脱退することができる。 
２．会員が次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該会員は、本協会を脱退する。 

①第５条第１項第①乃至⑭号および同条第２項第①乃至④号に資格を定める会員

が、廃業、解散、業に係わる免許等関係する許認可の停止等の理由により当該

会員が本協会の会員資格を失うか、時間の経過とともに失うことが明確になっ

たと理事会が判断したとき。 
②会員総会において当該会員に関する脱退勧告が決議されたとき。 
③会員が正当な理由がないままに会費を払込まず、または著しく遅延し、理事会

が会員資格継続にふさわしくないと判断したとき 
 

第１０条 (定款等遵守義務)  
１．会員は本協会の定款、規則および決議事項を守ることを要する。 
２．会員が正当な理由がなく前項の規定に違反したときは、本協会は、会員総会の議

を経て、その会員に戒告を与え又は除名することができる。 
 
 
 
第３章 役員および顧問 
 
第１１条 (役員の定数)  

本協会に役員として理事４名以上１２名以内、監事３名以内を置く。  
 
第１２条 (理事)  

１．理事は、会員総会において正会員から理事会員を選出し、各理事会員の代表者ま

たは代理者の内１名を当該理事会員が本協会に理事として届け出る。但し、理事会

員より、理事会員の議決権の過半数を実質的に所有している会社（以下、本項にお

いて「親会社」という）、理事会員が議決権の過半数を実質的に所有している会社

（以下、本項において「子会社」という）、又は理事会員の親会社が別途議決権の

過半数を実質的に所有している会社（以下、本項において「兄弟会社」という）に

おいて、本協会の目的に関連する業務を主管する部門に属する部門長を理事として

届け出がある場合は、理事会がこれを承認する場合に限り、当該親会社、子会社、

又は兄弟会社の当該部店長が理事に就任するものとする。この場合、当該理事が第

７条第１項で定める代表者となること、および当該理事と同一の会社に属し、かつ

本協会の目的に関係する部門の在籍者が代理者となることを妨げない。 

２．第１８条第１項第①号に基づき理事が退任した場合は、当該退任した理事が所属

していた理事会員は、前項に基づき代表者または代理者の内１名を補欠の理事とし

て本協会に届け出る。 

３．第１８条第１項第②または③号に基づき理事が退任した場合には、当該退任した

理事が所属していた理事会員はその資格を失う。これにより理事が３名以下となっ

た場合は、理事会は臨時会員総会を召集し、補欠の理事会員を選出し、当該補欠の



理事会員は第１項に基づき代表者または代理者の内１名を補欠の理事として本協会

に届け出る。 

 

第１３条 (監事)  

１．監事は、会員総会において正会員から監事会員を選出し、各監事会員の代表者ま

たは代理者の内１名を当該監事会員が本協会に監事として届け出る。 

このとき、監事会員は理事会員を兼ねることができるが、監事として届け出る代表

者または代理者は、理事と異ならなくてはならない。 

２．第１８条第１項第①号に基づき監事が退任した場合は、当該退任した監事が所属

していた監事会員は、前項に基づき代表者または代理者の内１名を補欠の監事とし

て本協会に届け出る。 

３．第１８条第１項第②または③号に基づき監事が退任した場合には、当該退任した

監事が所属していた監事会員はその資格を失う。これにより監事が不在となった場

合は、理事会は臨時会員総会を召集し、補欠の監事会員を選出し、当該補欠の監事

会員は第１項に基づき代表者または代理者の内１名を補欠の監事として本協会に届

け出る。 
 
第１４条 (会長、副会長、専務理事、常任理事)  

１．本協会に会長１名、副会長２名以上、専務理事１名以上を置く。但し、副会長、

専務理事は、これを欠くことができる。 
２．会長、副会長および専務理事は、理事のうちから理事会において選任する。 
３．第２８条第１項に基づき、常任理事会が設置される場合、会長、副会長、専務理

事以外に理事を任命する場合はこれを常任理事とする。 
 
第１５条 (常任監事)  

本協会に常任監事１名を置くことができる。常任監事は、監事のうちから会長が委嘱

する。 
 
第１６条 (役員の職務権限)  

１．会長は、本協会を代表し、本協会の業務を統理し、会員総会および理事会を招集

してその議長となる。 
２．副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠員のときは、あら

かじめ会長が指名する順に従いその職務を代理し又はその職務を行う。 
３．専務理事は、会長および副会長を補佐して本協会の業務を掌理し、会長および副

会長がともに事故があるとき又は欠員のときは、その職務を代理し又はその職務を

行う。 
４．理事は、理事会を組織して本協会の業務を審議する。 
５．監事は、本協会の会計および業務の状況を監査してその意見を会員総会に報告す

る。 
６．監事は、会員総会又は理事会に出席して意見を述べることができる。 

 
第１７条 (任期)  

１．理事会員の任期は、就任後第２回目の通常会員総会終了の時まで、監事会員の任

期は、就任後最初の通常会員総会終了の時までとし、理事および監事の任期は自ら

の所属する会員の理事会員または監事会員としての任期が終了した時に終了する。

但し、重任を妨げない。 
２．補欠のため就任した理事又は監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

 



第１８条 (役員の退任)  
１．役員で第１２条の規定により選任されたものが次の各号に掲げる場合に該当する

ときは、その者は、役員の資格を失い退任する。 
①第７条第２項に定める地位、職務を離れたとき。 
②その者が所属する会員が正会員でなくなつたとき。 
③会員総会において当該役員に関して解任が決議されたとき。 

２．会長、副会長または、専務理事または常任監事が、役員の資格を失つたときは退

任する。 
 
第１９条 (顧問)  

１．本協会に顧問若干名を置くことができる。 
２．顧問は、理事会の議を経て、学識経験者、法務、会計、税務の専門家のうちから

会長が委嘱する。 
３．顧問は、本協会の諮問に応じ、会員総会、理事会、および委員会に出席して意見

を述べることができる。 
 
 
 
第４章 理事会 
 
第２０条 (理事会)  

理事会は、定例理事会および臨時理事会とする。  
 
第２１条 (招集)  

１．定例理事会は、３ヶ月に１回、会長が招集する。招集にあたり会長は、会議の目

的事項を各理事に通知するものとする。 
２．臨時理事会は、会長が必要と認めたとき又は会長を除く理事の３分の１以上から

会議の目的事項を示して請求があつたとき、会長がこれを招集する。 
３．理事会は、議長に対して第２５条に定める委任を行った理事を含めて理事の３分

の２以上が出席することにより成立する。 
 
第２２条 （招集の方法） 

会長が理事会を招集するには、会日の５日前までに会議の目的事項を示して第２１条

第１項および第２項に定める通知、請求を文書または、Emailもしくは本協会ホーム

ページの機能等の電子的手段（以下「Email等」）により行うものとする。但し、緊

急の場合にはその期間を短縮することができ、理事会が成立することにより当該期間

の短縮が承認されたものとする。 
 
第２３条 (権限)  

理事会は、会員総会に付議される事項および本協会の業務に関する重要な事項を審議

する。  
 
第２４条 (議決の方法)  

  
理事会の議決は出席した理事の表決権の過半数で決定し、賛否同数の場合は議長が決

定する。 
 
第２５条 (表決権)  

１．理事は、理事会において、各１個の表決権を有する。 



２．理事は、理事本人による他は理事会において表決権を行使することができない。 
３．前項に係わらず、理事は会議の目的事項に関して表決内容を指示した本人名によ

る文書またはEmail等によって、その表決権を議長に委任することができる。 
 

第２６条 （付議事項） 
理事会の付議事項は、この定款に定めた事項のほか、次に掲げる事項とする。 
１．予算案の作成、または、会員総会により委任を受けた場合は予算の決定。 
２．決算案の作成。 
３．前各号のほか理事会で必要と認めた事項のうち会員総会に付議しないもの。 

 
第２７条 (議事録)  

議長は、理事会の議事録を作り、これを文書にて本部に備えて置くか、本協会ホーム

ページを利用することにより、会員の縦覧に供することを要する。 
 
第２８条 (常任理事会)  

１．理事会は、特別の必要がある場合において、その権限に属する事項をあらかじめ

審議せしめるため、会長、副会長、専務理事、および理事会で選任した常任理事を

もって組織する常任理事会を設けることができる。 
２．常任理事会は、会長がこれを招集し、議長となる。 
３．常任理事会の議決は、構成員の３分の２以上が出席し、その全員一致をもつてこ

れを行う。 
４．常任理事会で審議した事項は、議長が議事録を作成し本協会ホームページを利用

することにより会員の縦覧に供する。 
５．常任理事会で議決した事項は、理事会の承認を求めることを要する。 

 
 
 
第５章 会員総会 
 
第２９条 (会員総会)  

会員総会は、通常会員総会および臨時会員総会とする。  
 
第３０条 (招集)  

１．通常会員総会は、毎年１月１日から２か月以内を会日として会長がこれを招集す

る。 
２．臨時会員総会は、理事会が必要と認めたとき、又はいずれかの正会員から会議の

目的事項を示した文書またはEmail等による請求があり正会員の３分の１以上が必

要と認めたとき、会長がこれを速やかに招集する。 
３．会員総会は、第３３条第３項に定める委任を行った正会員を含めて正会員の３分

の２以上が出席することにより成立する。 
 
第３１条 (招集の方法)  

会長が会員総会を招集するには、会日の１０日前までに会議の目的事項を示して文書

またはEmail等により通知することを要する。但し、緊急の場合にはその期間を短縮

することができ、会員総会が成立することにより当該期間の短縮が承認されたものと

する。 
 
第３２条 (議決の方法)  

会員総会の議事は、出席した正会員の過半数をもつてこれを決し、可否同数の場合は、



議長が決するところによる。但し、第９条第２項第②号に基づく会員の脱退勧告、第

１０条第２項の規定に基づく会員の除名、および第１８条第１項第③号に基づく理事

の解任については、出席した正会員の４分の３以上の多数をもつてこれを決する。  
 
第３３条 (表決権)  

１．正会員は、会員総会において、各１個の表決権を有する。 
２．正会員は、第７条の規定により届け出られた代表者又は代理者によるほかは、会

員総会において表決権を行使することができない。 
３．前項に係わらず、正会員は会議の目的事項に関して表決内容を指示した代表者名

による文書またはEmail等によって、その表決権を議長に委任することができる。 
４．準会員は、会員総会において、会議の目的事項に意見を述べることができるが、

表決権を持たない。 
 
第３４条 (付議事項)  

会員総会の付議事項は、この定款に定めた事項のほか、次に掲げる事項とする。 
１．定款の変更 
２．重要な規則の制定又は変更 
３．役員、理事、監事、および顧問に対する経費、報酬の支払い 
４．予算および決算の承認 
５．前各号のほか理事会で必要と認めた事項 

 
第３５条 (議事録)  

議長は、会員総会の議事録を作り、これを文書にて本部に備えて置くか、本協会ホー

ムページを利用することにより、会員の縦覧に供することを要する。 
 
 
 
第６章 委員会 
 
第３６条 （委員会） 

１．第３条に定める本協会が目的とする各号につき、研究、計画、実施を目的とする

委員会を、会員総会での決議により設置することができる。 
２．委員会は、会員および顧問から理事会の指名するものが構成する。 
３．各委員会の委員長は、理事のうちから理事会において選任する。 
４．委員会の運営に関する事項は、各委員会の委員が協議の上で定める。 
５．委員会の活動、進捗状況、成果については、文書にて本部に備えて置くか、本協

会ホームページを利用することにより、会員の縦覧に供することを要する。 
６．委員会が本協会外に活動内容、成果等なんらかの開示、発表を行う場合には、理

事会による承認を必要とする。 
 
 
 

第７章 事務局 
 
第３７条 （事務局） 

１．理事会は、本部の設置、維持等の為、本協会運営に必要と判断する規模の事務局

を組織し、理事会の定める規則に基づき、本協会の経費で運営することができる。 
２．事務局は理事会にて定める業務を行うものとし、業務内容を理事会に報告する。 

 



 
第８章 会計 
 
第３８条 (会計年度)  

本協会の会計年度は、毎年１月１日に始まり、同年１２月３１日に終る。  
 
第３９条 (経費)  

本協会の経費は、会費、寄附金その他の収入をもつてこれにあてる。  
 
 
 
第９章 解散 
 
第４０条 (財産の処分)  

本協会が解散したときの残余財産の処分の方法は、会員総会でこれを定める。本協会

の解散に際して、会員は会費以外の負担を一切負わない。  
 
附則  

この定款は、この定款を定める会員総会の決議後に効力を生じる。  
 

以上 
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